








意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

で、今回示された各事項について第二種指定設備設置事

業者による情報開示義務を追加する本案に賛同いたし

ます。 

特に、第２条第６号に新設の網改造料等に関する見込

み額の公表については、新規参入しようという事業者等

の予見可能性を高め、多様なＭＶＮＯの出現、さらには

サービスの多様化・高度化による利用者利便の向上につ

ながるものであり、望ましいと考えます。 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

当該見込み額は、事業者要望、ネットワーク機

器ベンダからの調達時期、及び案分事業者数等に

よって負担額が変動するものであることから、そ

の公表が新規参入する MVNO事業者にとって予見性

向上に資するものとはなり得ず、実際の額との乖

離が生じた場合に却って混乱を招く可能性がある

ものと懸念しております。 

   

 また、本制度整備は MVNO事業者の予見性向上を

目的としたものである点を踏まえれば、既存の

MVNO事業者においても、今後追加される新機能に

ついては、一定の前提条件に基づく見込み額を公

表する方法ではなく、事前協議等において事業者

ごとの個別の要望を確認し、当該要望に応じた概

算額を申込みの前に早期提示する方法とすること

が適当と考えます。 

【株式会社 NTTドコモ】 

 

また、株式会社ケイ・オプティコム（以下、「ケ

イ・オプティコム」と言う）の意見において、「既

存の事業者にとっても今後追加される新機能につ

いて予見性が高められるもの」と主張されており

ますが、本改正案の趣旨は、第二種指定電気通信

設備接続料規則（以下、「接続料規則」と言う）で

定める機能の接続に当たって利用する必要のある

機能に係る取得すべき金額が対象であり、今後追

加される新機能についての見込み額の公表を求め

られているものではないと考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

 

第二種指定電気通信設備との接続に関し、他事

業者の請求に応じ個別に開発する機能に係るもの

又は機能の開発に要した費用(以下、「網改造料」
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という。)は、他事業者との個別協議により仕様等

を確定した上での開発により発生する費用である

ことから、見込み額として全ての事業者に一律同

条件を前提とした画一的な金額を開示すること

は、そのような費用の性質から馴染まないものと

考えます。 

しかしながら、他事業者の予見性確保のため

に、網改造料の見込み額を予め開示することが有

効と判断し義務化されるのであれば、開示の条件

として以下を許容していただきたいと考えます。 

 

① ある程度提供実績のある機能に限ること（提

供実績の乏しい既存機能や、今後追加される

新機能の見込み額開示は不可） 

② 先述のとおり網改造料は個別協議により仕様

等を確定した上で開発することにより発生す

る費用であることから、他事業者の請求内容

により、見込み額と実負担額に乖離が生じる

ことは避けられないこと 

③ 「見込みの額の算定に関する前提」について

は、予めの開示は不可であること（通常は一

般に開示せず、NDA締結の上個別に開示する

情報（設備の設置場所やスペック等、弊社ネ

ットワークに係る詳細情報等）が含まれる場

合があるため） 

 

 また、「必要に応じて見込みの額と実際の額の乖

離が生じた要因を検証」とありますが、先述のと

おり見込み額と実負担額の乖離発生は費用の性質

上やむを得ないものである以上、このような検証

の有効性はなく、実施の必要性はないものと考え

ます。 

【ソフトバンク株式会社】 
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本制度整備は接続事業者の予見性向上を目的とした

ものである点を踏まえれば、一定の前提条件に基づく目

安額を公表する方法ではなく、事前協議等において接続

事業者の個別の要望を確認し、当該要望に応じた概算額

を申込みの前に早期提示する方法とすることが適当と

考えます。 
【株式会社 NTTドコモ】 

 

【意見対象箇所】 

平成 28 年総務省告示第 107 号（情報の開示に関する

事項を定める件）の一部改正案 

第 2条第 6項 

【意見内容】 

今回の告示改正案において、他事業者の予見性確保を

目的として「第二種指定電気通信設備との接続に関し、

他事業者の請求に応じ個別に開発する機能に係るもの

又は機能の開発に要した費用を当該機能を利用する他

事業者の数等で案分することにより変動するものの見

込みの額に関する情報」(以下、「網改造料見込み額」)と

いう。)の開示が定められています。 

弊社は他事業者と守秘義務契約を締結後、必要に応じ

協議や事前調査申込回答等を通じて他事業者の要望等

を確認しつつ、現在接続事業者に提供している機能に関

する網改造料見込み額を提示しており、他事業者の予見

性の確保に取り組んでいることから、網改造料見込み額

を予め開示するまでの必要性はないものと考えます。 

また、網改造料は他事業者との個別協議により仕様等

を確定した上で開発することにより発生する費用であ

り、全ての事業者に一律同条件で開発する性質のもので

はないため、その見込み額を予め開示することは困難で

あると考えます。このような制約の中、仮に、個別協議

等において変動する可能性のある料金に関し、他事業者

の要望等を未考慮の見込み額の開示を行ったとしても、

実額との乖離が生じる可能性があり、結果的に、他事業

に低下するのではないかと考えます。 

なお、算定に関する前提としては、多めに要件

を見積もるのではなく、データ伝送交換機能の利

用にあたって最低限必要となる要件もしくはこれ

までの実績等から想定される要件によって見積も

ることが適切と考えます。 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

 

株式会社 NTTドコモ（以下、「NTTドコモ」と言

う）、ソフトバンク株式会社（以下、「ソフトバン

ク」と言う）の意見のとおり、網改造費用は接続

事業者の要望に基づいて仕様等を確定した上で開

発することにより発生する費用であり、全ての事

業者に一律同条件で適用できるものではないた

め、予見性を確保できる見込み額を予め開示する

ことは困難です。 

本改正が接続事業者の予見性向上を目的とした

ものである点を踏まえれば、接続事業者との協議

の中で、その要望を踏まえた網改造費用を可能な

限り早期に開示する方が望ましいと考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 
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者の予見性確保にも繋がらないばかりか、却って当該乖

離により実負担額が見込み額を上まった場合に、協議が

難航する等の新たな懸念が生じることも否めません。 

このような問題を回避するためには、第二種指定電気

通信事業者が提示する見込み額はあらかじめ多めに要

件を見積もった額（金額としては高めの額）を設定せざ

るを得なくなることも容易に想定され、その場合、当然

のことながら、他事業者の予見性の確保に寄与しないこ

とから、本制度改正の目的を達成することは困難である

と考えます。 

なお、仮に網改造料見込み額を予め開示することを義

務化するのであれば、弊社のようにデータ伝送交換機能

を利用した接続実績の少ない第二種指定電気通信事業

者は見込み額の設定が困難であるといった事情を考慮

いただき、ある程度実績を積んだ上で見込み額を開示す

ることを認める等の措置を最低限検討いただくよう要

望します。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

 

【意見対象箇所】 

平成 28 年総務省告示第 107 号（情報の開示に関する

事項を定める件）の一部改正案 

第 2条第 6項及び第 7項 

【意見内容】 

網改造費用については、接続事業者の要望をもとに個

別に開発する機能に応じて変わりうるものであり、要望

を伺わないまま予見性を確保できる見込み額を予め開

示することは困難です。 

従って、接続事業者との協議の中で、その要望を踏ま

えた網改造費用を可能な限り早期に開示する方が接続

事業者の予見性を確保できると考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 
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当該箇所において、「ネットワークのふくそう対策については、MVNO及び MNOのネット

ワークの円滑な運用及び利用者保護の観点から、MNOは、MVNOに対して必要な情報を提供

することが求められる。」とされているところ、ネットワークのふくそう対策については、

MNO から MVNOに対して一方的に情報を提供するだけでは不十分であり、MVNO及び MNO双方

のネットワークの円滑な運用及び利用者保護の観点から、MVNOと MNOが相互に情報を提供

する必要があると考えます。 

【株式会社 NTTドコモ】 

 

【意見対象箇所】 

MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドラインの改定案 

2（2）4）カ 

【意見内容】 

当該箇所において、「二種指定事業者は、二種情報開示告示第 2条第 4号により、ふくそ

う、事故等により自身の電気通信役務の提供に生じた支障について、MVNOに通知しなけれ

ばならない。また、自身が MVNE として他の MVNOに電気通信役務の提供を行っている MVNO

においては、MNO等の提供元事業者から得た当該事故等の情報について、速やかに提供先

事業者に情報を提供することが適当である。」とされているところ、利用者保護に係る責務

は、MNO のみならず MVNEにおいても当然に果たされるべきであり、当該事項における MNO

と MVNE、双方に求められる責務は同等とする必要があると考えます。  

【株式会社 NTTドコモ】 

 

【意見内容】 

障害情報の提供は、MNO から MVNO への通知だけではなく、MNOの電気通信役務の提供に支

障を及ぼしかねない MVNOの障害情報については当然に、当該 MVNOから MNOに対して通知さ

れるべき事項であると考えます。このため、当該項目については双務的な規定を設けるべき

と考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

ガイドライン 2（2）4）ウにおいて、ネットワーク

のふくそう対策について、「電気通信の健全な発達

等を図る観点から、MVNO と MNO との間で十分な協

議が行われることが求められる。」と規定している。 

・ 御意見の MVNE 及び MVNO においても、ふくそう事

故等により自身の電気通信役務の提供に生じた支

障について、双務的に通知する義務を設けるべきと

の点については、総務省は平成 27 年以降、報告義

務のある電気通信事故に関し、電気通信事故検証会

議等により検証を行っており、当該検証等を通じて

出て来た課題について、必要に応じて制度化を含め

た対応を行っていく。 
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法等を接続料規則に定めるよう検討がなされてい

ること 

・網改造料見込み額の事前開示の検討がなされている

こと 

・接続料の利潤算定において第一種指定電気通信設備

に認められるような裁量が認められていないこと

（負債圧縮の考え方等） 

（2）第一種指定電気通信設備制度と第二種指定電気通

信設備制度の見直しに関し、接続事業者等からのニ

ーズがある状況は同等であるにも係わらず、第二種

指定電気通信設備制度の見直しのみ異様に短期間

で制度見直しが議論され、規制制度の改変速度が著

しく速いこと 

（具体的例） 

・「電気通信事業分野における市場検証(平成 28 年

度)」 年次レポート(案)の意見募集が行われる以前

に本省令改正案の意見募集が開始される等、第一種

指定電気通信設備制度とは明らかに異なるスピー

ド感で制度改正が進んでいること 

 

このように第二種指定電気通信事業者に対してのみ

規制強化が大きく進展することは、電気通信市場全体

で見た場合、公正な競争環境を阻害する結果に繋がる

ことも考えられることから、今後は指定設備制度間で

不均衡な扱いとならないよう、十分配慮いただくこと

を要望します。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

備の制度で扱われないことなどを
もって「アンバランスな事態」と
評価することは適当とは思われな
い。また、第一種指定電気通信設
備制度に関しては、いわゆる網改
造料は、そもそも適用対象が不必
要に拡大されないよう議論がなさ
れてきている。 

 
 

 

 


